




３ 本店所在地等

区分 要件

（１） 本店所在地 国東土木事務所管内 臼杵土木事務所管内 大分県外

豊後高田土木事務所管内 佐伯土木事務所管内
別府土木事務所管内 －
大分土木事務所管内 －
中津土木事務所管内 －
宇佐土木事務所管内 －

（２） 支店等所在地 － － 大分県内

（３）
企業の同種
工事の施工
実績

次のいずれかの海洋土木工事
ア 大分県発注の１件の請負金額５百
万円以上の工事（ただし、水産振興課
所管工事は請負金額１億円以上に限
る。）
イ 大分県内の市町村が発注した１件
の請負金額４千万円以上の工事（ただ
し、水産振興担当課所管工事は請負金
額１億円以上に限る。）
ウ 九州内で国が発注した１件の請負
金額４千万円以上の工事

国東土木事務所管内における次のいず
れかの海洋土木工事
ア 大分県発注の１件の請負金額５百
万円以上の工事（ただし、水産振興課
所管工事は請負金額１億円以上に限
る。）
イ 国が発注した１件の請負金額４千
万円以上の工事

（４）
総合評定値
（Ｐ点）

－ 1,010点以上  －

（５）
配置技術者
の同種工事
の施工経験

上記（３）に同じ 上記（３）の左欄に同じ

注意事項

（１） 「本店」とは、建設業法に基づく主たる営業所とする。
（２） 「支店等」とは、大分県との契約の委任を受けた営業所のこと。
（３）

（４）

（５） 配置予定技術の同種工事の施工経験の対象となる工事は、平成28年4月1日以降、証明資料の提出締切日までに完成し、引渡を受け
たものとする。なお、工事は元請として施工したものとし、共同企業体として施工した場合は、出資比率が２０％以上の場合に限
る。現場代理人としての経験の場合は、配置された時点で主任（監理）技術者となり得る資格を有していれば、要件を満たしてい
るものとみなす。

ただし、公告日前１年間に、大分県農林水産部から「契約後ＶＥ提案に関する優遇措置通知書（以下、「優遇通知書」という。）」を受け
ている場合（工種は港湾とし、認められた応札回数の範囲内に限る。）は、本店所在地に係わらず、他の要件を満たしていれば、入札に参
加できる。（※第３の５（１）の期間内に、大分県東部振興局 総務部 総務第二班へ優遇通知書（原本）を持参のうえ提出すること。）

総合評定値（Ｐ点）は、土木一式に係るものとし、審査基準日を令和6年10月1日～令和7年9月30日の間とする総合評定値通知書
によるものとする。（合併等により大分県が入札参加資格の継承又は再認定を認めた場合は、この限りでない。）

企業の同種工事の施工実績の対象となる工事は、平成28年4月1日以降、技術資料等の提出締切日までに完成し、引渡を受けたもの
とする。なお、工事は元請として施工したものとし、共同企業体として施工した場合は、出資比率が２０％以上の場合に限る。

次の表にて、（１）の本店所在地に対応して（２）から（５）の全ての要件を満たしていること。
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